
建築物環境性能表示制度
分譲マンションや賃貸オフィスなどの募集広告に建物の環境性能を表示する制度で、快適で環境に配慮した建築物が市場で評価され
る仕組みづくりを目指しています。CASBEE評価と重点項目であるCO2削減、省エネ対策、みどり・ヒートアイランド対策について５
段階で表示しており、平成27年度からは再生可能エネルギー利用設備の導入状況が追加されます。

エネルギーの使用の
合理化等に関する
法律（省エネ法）に
基 づ く 制 度

省エネ法（建築物関係）とは、建築物
の新築、増改築や修繕等を行う方に、
建築物の外壁、窓等の断熱性能を高
めて熱の損失を防止したり、省エネル
ギー効果の高い設備を導入していた
だくことにより、エネルギーの使用の
合理化に資するよう努めていただくた
めの法です。規定の工事を行う建築主
は、所管行政庁に省エネルギー措置の
届出を行う必要があります。

低 炭 素 建 築 物
認 定 制 度

「都市の低炭素化の促進に関する法律」
（平成24年12月4日施行）に基づき、二
酸化炭素の排出の抑制に資する建築物
を認定する制度です。所管行政庁による
「低炭素建築物新築等計画」の認定を
受けることで、税制優遇措置や容積率
の特例を受けることができます。所管行
政庁への低炭素建築物新築等計画の認
定申請に先立ち、登録建築物調査機関、
登録住宅性能評価機関等の技術的審査
を受けることができます。（技術的審査
の活用とその範囲については所管行政
庁により取り扱いが異なります）

住宅省エネラベル
省エネ法第86条に基づく告示により、戸建住宅に
表示することができるラベルです。総合的な省エ
ネ性能と、外壁、窓等の断熱性能が表示されてお
り、登録建築物調査機関の評価を受けた上で表
示する場合（第三者評価）と、建築主等が自ら性
能を評価して表示する場合（自己評価）の2種類
があります。

住宅性能表示制度
「住宅の品質確保の促進等に関する法律」（平成
12年4月1日施行）に基づき、良質な住宅を安心し
て取得できる市場を形成するために作られた制
度です。構造耐力、省エネルギー性、遮音性など
住宅に必要な性能が、統一されたルールで表示
されますので、性能の確認や比較がしやすくなり
ます。評価は国に登録された第三者機関（登録住
宅性能評価機関）が行っています。

建築物省エネルギー性能表示制度
（ＢＥＬＳ）

「非住宅建築物に係る省エネルギー性能の表示の
ための評価ガイドライン（2013）」（国土交通省）
に基き（一社）住宅性能評価・表示協会が創設し
た、非住宅建築物を対象とした省エネルギー性能
等に関する評価・表示を行う制度で、省エネ法の届
出を活用して表示することができます。

長 期 優 良 住 宅
認 定 制 度

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」
（平成21年6月4日施行）に基づき、長期に
わたり良好な状態で使用するための措置
が、構造及び設備について講じられた優良
な住宅を認定する制度です。所管行政庁に
よる「長期優良住宅建築等計画」の認定を受
けることで、住宅ローン減税（所得税、個人
住民税）、登録免許税、不動産取得税、固定
資産税の税制上の優遇を受けることができ
ます。所管行政庁への長期優良住宅建築等
計画の認定申請に先立ち、登録住宅性能評
価機関の技術的審査を受けることができま
す。（技術的審査の活用とその範囲について
は所管行政庁により取り扱いが異なります）

（平成27年4月1日以降に環境配慮制度に関する届出がなされる建築物から適用されるラベル）

新築・設計段階

新築・建設段階

建築物省エネルギー性能表示制度（ＢＥＬＳ）の概要（案）

（ＢＥＬＳ：Building Energy-efficiency Labeling System）

［H26.4.25開始予定］

■非住宅建築物に係る省エネルギー性能の表示のための評価ガイドライン
（2013.10国土交通省住宅局）に基づき、 （一社）住宅性能評価・表示協会
において、省エネルギー性能に特化したラベリング制度を構築。

項目 概要

制度運営
主体

一般社団法人 住宅性能評価・表示協会

対象建物 新築及び既存の非住宅建築物

評価対象
建築物全体の設計時の省エネルギー性能

※評価手法によ ては フロア単位等も可能
評価 象

※評価手法によっては、フロア単位等も可能

評価者
評価実施機関による第三者評価
評価実施者：一級建築士、建築設備士等で

第三者が行う講習を受講し修了した者第三者が行う講習を受講し修了した者
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設計住宅性能評価書のイメージ  

    （一戸建ての住宅の場合） 

 

 

 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律 

第５条第１項に基づく 

設 計 住 宅 性 能 評 価 書 
（ 一戸建ての住宅 ） 

 

 

 

 

（申請者の住所） 

  （申請者の氏名又は名称） 様 

 

下記の住宅に関して、評価方法基準（平成 13 年 8 月 14 日国土交通省告示

第 1347 号（最終改正 平成 2５年９月３０日国土交通省告示第９０９号））

に基づき評価を行った結果について、次の通り相違ないことを証します。 

なお、上記は評価方法基準に基づいて評価を行った結果であり、 

時間経過による変化がないことを保証するものではありません。 

 

記 

 

 

  １．建築主  （氏名又は名称）  （連絡先） 

  ２．設計者  （氏名又は名称）  （連絡先） 

  ３．住宅の名称 

  ４．住宅の所在地 

                                                                         以上 

 

 

 

評価書交付年月日   年  月  日 評価書交付番号   -  -    - 

登録住宅性能評価機関名  

 機関登録番号  

評価員氏名                          印 

 

建設住宅性能評価書のイメージ  

    （一戸建ての住宅の場合） 

 

 

 

 

住宅の品質確保の促進等に関する法律 

第５条第１項に基づく 

建 設 住 宅 性 能 評 価 書 
（ 一戸建ての住宅(新築住宅) ） 

 

 

 

 

（申請者の住所） 

  （申請者の氏名又は名称） 様 

 

下記の住宅に関して、評価方法基準（平成 13 年 8 月 14 日国土交通省告示

第 1347 号（最終改正 平成 2５年９月３０日国土交通省告示第９０９号））

に基づき評価を行った結果について、次の通り相違ないことを証します。 

なお、上記は評価方法基準に基づいて評価を行った結果であり、 

時間経過による変化がないことを保証するものではありません。 

 

記 

 

  １．建築主  （氏名又は名称）  （連絡先） 

  ２．設計者  （氏名又は名称）  （連絡先） 

  ３．工事施工者  （氏名又は名称）  （連絡先） 

  ４．工事監理者  （氏名又は名称）  （連絡先） 

  ５．住宅の名称 

  ６．住宅の所在地 

                                                                         以上 

 

 

 

評価書交付年月日   年  月  日 評価書交付番号   -  -    - 

登録住宅性能評価機関名  

 機関登録番号  

評価員氏名                          印 
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